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（出典）Ritter, Jürgen/Lapp, Peter Joachim, Die Grenze, Berlin 2007, S.165
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足を解消する方針の反映であり、充実した託児施設も男女の同権化ばかりでなく、労
働力対策の側面から説明できる。そうした労働力不足の問題はウルブリヒトの指導下
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頭にして 1948 年半ばから 1 年余り続いたベルリン封鎖の際には多数の輸送機を投入
したいわゆる空の架け橋を構築して救援に尽力したのに反し、今ではアメリカには軍
事力を行使し戦争の危険を冒してまで西ベルリンを守る意思はないと見做されたの
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に等しいとされている（ヴォルフルム 65）。それにとどまらず、P.J. ラップは 1961 年

























第 1 に、壁が構築された 1961 年を転換点にして決定的な変化が生じており、その効
果が歴然としているのが読みとれる。また第 2 に、1984 年からユーバージードラー
が増大するようになったことと並び、ドイツ内部国境とベルリンの壁が開放された
1989 年の激増ぶりが際立っている。これらの特徴を考慮し、上述のように 1961 年を
境にして前期と後期に区分した上で、主に前期について考察することにしよう。
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【表 1】　東ドイツの人口と移動による増減
（出典）Statistisches Jahrbuch der DDR 1970, Berlin 1970 および Frankfurter 
　　　　　　　 　　 Allgemeine Zeitung vom 21.10.1989 より作成。
【図 2】ユーバージードラー数の推移（1949-1989）　
（出典）Ulrich, Ralf, Die Ubersiedlerbewegung in die Bundesrepublik Deutschland und 
　　　  das Ende der DDR, Berlin 1990, S.5.
　前期については、図 2 に見られるように、1953 年にユーバージードラーの波は最
高潮となり、1 年間に西ドイツの官庁が把握しているだけでも 33 万人を記録した。
これは東ドイツの主要都市エアフルトとポツダムの住民の合計にほぼ匹敵し、1 年だ
けで 2 都市が消滅したに等しい。その数は翌 54 年に急減したものの 1955 年に再び増
大し、57 年までの 3 年間は毎年 25 万人を超す状態が続いた。その後、再度減少に向
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かい、特に 59 年には 1949 年を除くと最低の 14 万 4 千人まで下降したが、60 年にな
ると 20 万人のレベルにまで上昇した。そして 61 年には、ベルリンの壁の建設が始まっ
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続けば東ドイツの人口は 1971 年には 1,500 万人に減少し、20 年後の 1981 年になると





























　（出典）Feist, Peter, Die Berliner Mauer 1961-1989, Berlin 1997, S.14.
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（出典）Ulrich, Ralf, Die Übersiedlerbewegung in die Bundesrepublik Deutschland 
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義化が日程に上ったのである（足立 189ff.）。1952 年 12 月から 53 年 3 月末までだけ










ら翌 53 年にかけて 3 倍に膨れ上がり、ユーバージードラー全体に占める比率も 7.5％
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の波を押し上げたからである。現に 1953 年 3 月のユーバージードラー数は 2 月を大







53 年 3 月のスターリンの死と直後のソ連指導部による社会主義建設からの方針転換
を求める圧力に動揺した社会主義統一党政治局は 6 月 9 日に ｢新コース｣ を決議し、
それまでの措置の一部撤回と窮乏状態の是正を約束して事態の収拾を図ったが、6 月





の労働者 ･ 市民が参加した決起に強い衝撃を受けた東ドイツ指導部は、7 月下旬に開
いた社会主義統一党中央委員会総会で ｢新コース｣ の完全実施などの改革を約束して
人心の鎮静に努め、その結果、秋にはユーバージードラーもかなり減少するように
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それ以前の 1957 年には東ドイツの工業生産は約 8％増大し、翌年はそれ以上の伸び









である（グレースナー 266）。こうしてソ連の経済計画に合わせて中断された 5 カ年






れ、西ドイツを ｢追い越す｣ 時点が 1961 年に設定されたことによって、1953 年の状
況が再現される伏線が敷かれたのである。
 1960 年初頭には、こうした無理を重ねた計画の下に ｢農業における社会主義の春｣
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恫喝の効果もあって、同年の最初の 5 カ月で農業生産協同組合は 10,465 から 19,261
に増大し、全農地面積に占める集団農場のそれも 45.1% から 84.2% に急伸した。また
｢自由意思の尊重｣ という名目の背後で加えられた圧力により最初の 3 カ月間に既存
もしくは新設の農業生産協同組合に 52 万人を超す農民が新たに加入した。この数に
比べれば 1960 年に西ドイツに移住した農民は遥かに少なく、14,000 人にとどまった。
　 1961 年までに西ドイツの経済レベルに追いつくためには労働生産性の向上が不可
欠だったが、その方策の一つとして打ち出されたのは、以前と同じく自営手工業者層
を生産組合に編入することだった。彼らは 1958 年には手工業生産の 93％を担ってい
たが、農業の場合と同様な圧力により 61 年までにその比率は 65％まで低下した。し
かし手工業における社会主義化は強い反撥を招かざるをえず、自立性を失うよりは他
所の土地で技能を活かすことを選び、故郷を去る者が続出したといわれる。また西ド
イツとの間で結ばれていた通商協定が 1960 年 9 月に西ドイツ側から破棄されたこと
も加わって経済情勢が全般的に悪化していたが、61 年初頭になると特に食料事情が
深刻化し、一時的ながら肉やバターなどの配給制が復活する事態になった。その重大
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れば、・・・2 分で社会主義から資本主義に移れた」からである（ガディス 135）。現
に陸の孤島西ベルリンを経由して西ドイツに向かうユーバージードラーの比率は例
えば 1955 年には全体の 61% だったのに、1960 年になると 76％に上昇し、脱出口と
しての西ベルリンの役割は拡大していったのである（Presse- und Informationsamt 




























といえよう（Flemming/Koch 33; Hertle 39）。さらに 7 月 31 日付の社会主義統一党
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機関紙『ノイエス・ドイッチュラント』も 1970 年までに社会主義建設の成果として



















圧されたのは 1944 年 10 月のことだった。そのことはドイツ降伏が時間の問題になっ
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ターとの間には 43.7 キロメートルの境界線があり、ソ連占領地区とは 112.7 キロメー
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緊迫した国際情勢はまだ存在しなかったので、境界線を見る限りむしろ牧歌的
とさえいえる光景が見られたのである（図 5 参照）。
【図 5】1949 年 6 月の境界線（テューリンゲンとバイエルンの間）　
（出典）Ritter, Jürgen/Lapp, Peter Joachim, Die Grenze, Berlin 2007, S.15.















かった。しかし 1945 年のうちにニーダーザクセンとバイエルンで、続いて翌 46 年
にヘッセンで国境警察などが編成されたことは注目すべき動きだった（Ritter/ Lapp 
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い者を撃つ ?　密告する ?　その訓練に僕が参加する ?　僕にはこれがどうしても納
得できなかった。クラスの全員も同じ意見だった」（クライン 149）。たとえ処罰され
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を設立する条約案としてまとめられた。その結果、1952 年 5 月 26 日にボンでドイツ
条約が調印され、続いて 27 日にパリで 欧州防衛共同体条約が締結されたのである。
これにより西ドイツ建国後も西側占領 3 国の地位を支えた占領規約が廃止されるは
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たからである（フルブルック 131; Fullbrook 78）。拙著で考察した政治的反対派に対
する予防的措置が無実の政治犯を作り出したのはその結果にほかならない（近藤（1） 
127f.）。東ドイツの建国から間もない 1950 年に後にシュタージの略称で恐れられた国

























て幅 500m の保護地帯を設ける。（3）保護地帯の先に幅 5km の立入り禁止区域を設
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（出典）Lebegern, Robert, Mauer, Zaun und Stacheldraht: 
　　　 Sperranlagen an der innerdeutschen Grenze 1945-1990,  
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の切り替えが始まったのは 1968 年のことだった。車の突入に備えた深さ 5m の車両
阻止の塹壕が設けられたのは 1964 年、監視用車両の専用通路が設置されたのは 1962
年、監視員の見通しを改善するために幅 100m の帯が作られたのはやはり 1962 年
である。木製の監視塔が鉄製もしくはコンクリート製 に取り替えられはじめたのは
1964 年であり、塔では最上階からの見張りに常時 2 人がつき、地上階の４人が待機
ないしパトロールに出たのである（Thüringer Institut 10ff.）。なお、監視塔には高さ
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地雷については埋設が始まったのはベルリンに壁ができた直後の 1961 年 9 月からで
あり、ソ連製の POMS-2 型が使われた。この時は約 150km に 4400 個あまりが埋め
られた。1962 年から 65 年にかけてさらにソ連製の PMD-6 型が使用され、総数では
44 万 9 千個が 800km にわたって埋設された。続いて 1966 年から 83 年にかれてソ連
製 PMN が 36 万 4 千個と東ドイツ製 PMP-71 が 9 万 9 千個およびやはり東ドイツ製
の PPM-2 が 40 万個が仕掛けられた。その一方では、1970 年から東ドイツ製で破片
の飛び散る殺傷力の大きい地雷が登場し、1971 年から 1980 年代初期までに最大で 7
万 1 千個が 450km の金属柵に沿って敷設されたという（Lapp（2） 50）。図 7 に掲げ
たのはドイツ統一後に地雷の撤去をしている光景であり、1995 年に撮影されたこと
から考えて撤去作業が難航したことが推し量れる。また SM70 と NS501 という型の
自動射撃装置に関しては、1971 年から設置が始められ、総延長で 400km 近くにわたっ





（出典）Lebegern, Robert, Mauer, Zaun und Stacheldraht:
　　　 Sperranlagen an der innerdeutschen Grenze 








の翌年に 5,761 人だったのに、63 年
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（出典）Wendt, Hartmut, Die deutsch-deutschen
          Wanderungen, in: Deutschland Archiv,
          H.4, 1991, S.390 および Frankfurter
          Allgemeine Zeitung vom 21.10.1989
　　　 より作成。
【表 3】東ドイツ国境地帯の死者数
（出典）Hertle, Hans-Hermann/ Sälter, Gerhard, 
　　　  Die Todesopfer an Mauer und Grenze, 
　　　  in: Deutschland Archiv, H.4, 2006, S.671
　　　 より引用。
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ては 872 人とされている。そこには東ドイツの 27 人の国境警備要員なども数えられ
ているが、どこで死亡したかは明確ではない。いずれにしても、ベルリンを除く内部
国境だけで少なくとも 371 人が命を失ったこと、そのうちベルリンに壁ができる以前





少なくとも 33 人いたとみられている（Hertle（2） 22）。因みに、ベルリン検察庁の
まとめではベルリンに壁ができてからのベルリンでの犠牲者は 86 人とされているが、
ベルリンの壁記念館とポツダムの現代史研究センターの協力による綿密な調査に基
づいて、今ではその数が少なくとも 136 人だったことが確かめられている（Zentrum 
für Zeithistorische Forschung/Stiftung Berliner Mauer 15f.）。そのうち 90 人は銃撃











なった東ドイツの市民の数は 1959 年に 3,791 人だった。しかし壁構築の年 1961 年に
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9,941 人に増大し、翌 62 年には 11,780 人に達してピークを記録した。その後、1963
年から 66 年までは 7 千人から 8 千人前後で推移していき、漸減傾向を辿っていっ
た。また共和国逃亡は東ドイツでは重罪であり、その罪で自由剥奪刑を受けた市民は
1964 年に 2,373 人を数えた。その数が 1965 年から 67 年まで 3 千人台に上昇した後、
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たのであった。それに伴い境界線は越境の難しい堅固な内部国境に変わったが、そ
の契機になったのが、冷戦下で西ドイツが共産圏からの自国の安全保障を模索し、欧
州防衛共同体構想を起点にして再軍備に向かうようになったことだった。その段階で
東ドイツでも軍隊とは名乗らなくても事実上の軍事組織を保有していたから（中田 
22ff.）、東西陣営の軍事的緊張が厳重な国境を作り出したということができよう。こ
うして内部国境の管理体制は東ドイツの側から強固にされていったが、ユーバージー
ドラーの規模が大きかったことが証明するように、許可を得ていない不法な越境を阻
止するには不十分だった。内部国境に越境を阻止するための様々な設備が施され、さ
らには地雷などが埋められて実際に越境防止の機能を果たすようになるのは、ベルリ
ンに壁が構築されてからのことだったのである。
　しかしそれからほどなくして国際的に緊張緩和の時期が訪れ、平和共存が国際社会
の基調になったのは周知のところであろう。世界を第三次世界大戦の瀬戸際に立たせ
たキューバ危機が決着すると一転して米ソは歩み寄るようになり、1963 年の部分的
核実験禁止条約をはじめとして核戦争の危険が予防されるようになったのである。そ
の意味で、東ドイツの指導部が内部国境の拡充に努めていたのは、軍事的緊張が緩み
つつあった時期であり、冷戦の激化のゆえに必要とされたという本来の存在理由が薄
らぐようになっていた段階だったといってよい。そのことが意味するのは、内部国境
がもはや軍事的な理由ではなく、東西間の人の移動を阻むことを主眼とする施設に変
わってきたことであろう。1961 年のベルリンの壁の構築は、人口流出に苦慮してい
た東ドイツ指導部が最後の手段として実行した強硬策であり、最初から東ドイツ市民
の流出を阻止する目的が透視できた。けれども、壁建設を境にして内部国境がますま
す堅固にされていった事実に照らすと、内部国境についても表向きの軍事的理由の背
後にあった人口面の理由が前面に押し出されてきたと捉えることができるのである。
